
○前橋市中小企業振興基本条例 

平成２５年 月 日 

条例第 号 

 

前橋市は、豊かな自然と詩情あふれる文化風土に恵まれ、群馬県の県都として、古

くから多くの人々が集い、生活を続け、「都市と自然が共生するまち」として発展して

きました。 

本市は、かつての製糸業の隆盛を背景に、製造・加工技術が発展し、現在でも輸送

用機械器具製造業、食料品製造業、金属製品製造業などの業種が多く立地し、伝統的

に「ものづくり」の精神が根付いた都市です。 

「ものづくり」が発展してきた本市は、一方で、全国有数の農業生産額を誇るほか、

卸・小売業や医療・福祉業等が数多く存在するなど、バランスの良い産業構造を保ち

ながら発展してきた都市でもあります。 

この発展を支える要因として、自然災害が少なく、高速道路網の発展による交通結

節機能が充実するほか、高度な研究機関や医療機関等が集積するなど、企業活動を行

う環境に優れているということが挙げられます。  

このようなことを背景に発展を続けてきた本市の産業は、市内企業の大多数を占め

る中小企業が中心となり、本市経済の発展に大きく貢献してきました。 

本市経済をとりまく経済的、社会的環境は日々変化をしており、特に近年において

は、グローバル経済の進展による大きな変化が幾度となく訪れております。 

こうした変化に対応するため、中小企業者の自主的な経営基盤の強化や創意工夫に

よる経営革新のほか、内陸型産業の「弱み」を「強み」に転換するとともに、本市の

持つ「特色」の積極的な活用、さらには、高い技術の製造業、品質・品種に恵まれた

農業、充実した高度医療機関等による業種を越えた連携など、本市の強みを活かし、

経営資源・地域資源を最大限に活用することで、高い付加価値が産まれ、大きな発展

が期待されております。 

本市経済がより力強く、持続的に発展していくためには、経済成長を牽引し、市民

の雇用やくらしを支える極めて大きな役割を担う中小企業の活力ある事業の継続、発

展が大変重要となります。 

そのためには、中小企業者自らの努力はもちろん、地域社会を構成する各主体が手

を取り合い、中小企業を支援していくことが必要となっております。 

そこで、中小企業の振興に向けた基本理念と各主体の役割等を明らかにし、施策を

総合的に推進するため、ここに、この条例を定めます。 

  

 

 (目的)   

第1条 この条例は、市内中小企業の振興が、地域の活性化及び市民生活向上に資する

ことの重要性を踏まえ、本市の責務や中小企業者の努力等について明らかにすると

ともに、市内中小企業の振興に関し本市の施策の基本となる事項を定めることによ

り、市内中小企業の健全な発展を促進し、もって市民生活の向上に寄与することを



目的とする。 

 

(定義)   

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号 

に規定する中小企業者および中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業

者又は中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に規定する事業協同

組合、企業組合であって、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(2) 経済団体 

   商工会議所、商工会その他の市内における産業の振興を図ることを目的とした 

団体をいう。 

(3) 大企業者 市内の事業者のうち中小企業者以外の者をいう。 

(4) 大学等 市内において産業の振興に資する教育及び調査研究を行う大学その他 

の機関をいう。 

(5) 金融機関等 

   市内の金融機関及び群馬県信用保証協会をいう。 

 

(基本理念)  

第3条 中小企業の振興は、次に掲げる基本理念にのっとり推進するものとする。 

(1)中小企業者自らの創意工夫、経営の改善や様々な環境に適応するための自助努力

及び法令順守を基本とし、地域内の経済的循環を進めると共に、地域外からの様々

な資源の獲得を支援すること。 

(2)市、中小企業者、経済団体、大企業者、大学等、金融機関等及び市民が等しく地

域経済活性化の役割を担うべき主体となって中小企業を支えること。 

 

(基本的施策) 

第4条 市が行うべき中小企業の振興施策は、次のとおりとする。 

(1) 経済情勢の変化、社会情勢の変化に柔軟に対応するため、技術力、経営力等を

高度化し、経営基盤を強化するための施策を推進する。 

(2) 中小企業者が、市内外からの受発注機会を拡大するための施策を推進する。 

(3) 事業活動の多角化により、中小企業者の事業活動の安定及び拡大を図るため 

   の施策を推進する。 

(4) 他の事業者や大学等との連携を推進することで、独自技術の開発による競争力

の向上を図るための施策を推進する。 

(5) 環境への配慮、市民生活との調和に配慮した事業活動の維持に資する施策を推

進する。 

(6) 中小企業者の積極的な人材育成を促進するための施策を推進する。 

(7) 中小企業者が、雇用の促進及び継続するための施策を推進する。 

(8) 本市における新たな事業活動を推進し、市内の経済活動を活性化するため、起



業・創業を促進するための施策を推進する。 

(9) 本市が有する地域資源を活用した産業の枠を越えた新たな事業の創出を図るた

めの施策を推進する。 

(10) 未来を担う世代が市内中小企業において活躍できる環境整備を促進するための

施策を推進する。 

 

(市の責務、役割) 

第5条 市は第３条及び４条の規定に基づき、中小企業の振興に関する施策等を総合的

かつ計画的に推進するものとする。 

２ 市は、中小企業の振興施策を実施するため、中小企業者の状況を把握し、必要な

財政上の措置を講ずるものとする。 

３ 市は、中小企業の振興施策の実施にあたっては、必要に応じて、国、群馬県、経

済団体、大学等、金融機関等との連携を図るものとする。 

 

 (中小企業者の役割、努力)  

第6条 中小企業者は、事業活動を行うにあたり、自らの事業の発展、経営の革新、そ

のための有益な情報の積極的な収集に努めるものとする。 

2 中小企業者は、人材の育成、雇用の促進、福利厚生の充実及び後継者の育成に努め

るものとする。 

3 中小企業者は、事業活動を行うにあたり、地域社会の一員として地域貢献の積極的

な取組みに努めるものとする。 

4 中小企業者は、事業活動を行うにあたり、周辺環境との調和や市民生活の安全の確

保に配慮するものとする。 

 

(経済団体の役割)  

第7条 経済団体は、中小企業者の事業活動を支援するとともに、市が行う中小企業の

振興施策に協力するものとする。 

 

(市民の理解と協力)  

第8条  市民は、中小企業の振興が市民生活の安定及び向上、地域社会の健全な発展

に寄与することを理解し、中小企業の成長発展に協力するよう努めるものとする。 

2 市民は、中小企業の継続的な振興や発展のため、本市が実施する中小企業の振興

に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

(大企業者の役割) 

第9条 大企業者は、事業活動を行うにあたり中小企業者と大企業者が地域社会の健全

な発展のために欠くことのできない重要な役割を持つことを認識し、連携・協力に

努めるものとする。 

2 大企業者は、中小企業者が生産・製造・加工する製品を扱い、中小企業者が行う

サービスを利用するよう努めるものとする。 



 

(大学等の役割) 

第10条 大学等は、中小企業者及び市と連携し、中小企業の振興に寄与するよう努め

るものとする。 

2 大学等は、中小企業の振興に資する人材の育成に努めるとともに、輩出された人

材が中小企業において活躍できる機会を増やせるよう、必要な情報の収集及び提供

に努めるものとする。 

3 大学等は、市、中小企業者に対し、中小企業の振興に資する知識、情報の提供に

努めるものとする。 

(金融機関等の役割) 

第11条 金融機関等は、中小企業者の活性化や健全な事業活動の継続が、市民生活の

安定及び向上、地域社会の健全な発展に寄与する考えのもと、中小企業者の事業活

動に対し支援するよう努めるものとする。 

2 金融機関等は、市及び大学等と連携し、中小企業の振興に寄与するよう努めるも

のとする。 

3 金融機関等は、市内における起業・創業に対し積極的な支援に努めるものとする。 

 

(会議の開催等) 

第12条 市はこの条例の目的を達成するため、必要な会議の開催その他必要な措置を

講じるものとする。 

  

（委任） 

第13条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

  附 則 

１ この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。 


